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貸借対照表
(平成23年3月31日現在）

（単位：千円）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 5,407,237

①生活インフラ・国土保全 7,802,076 (2) 長期未払金

②教育 5,069,114 ①物件の購入等 0

③福祉 1,092,506 ②債務保証又は損失補償 0

④環境衛生 469,351 ③その他 0

⑤産業振興 2,597,153 長期未払金計 0

⑥消防 6,827 (3) 退職手当引当金 699,144

⑦総務 2,635,242 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 19,672,268 固定負債合計 6,106,381

(2) 売却可能資産 24,153

公共資産合計 19,696,421 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 827,604

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 40,664 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 39,517

投資及び出資金計 40,664 流動負債合計 867,121

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 6,973,502

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,675,660

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 25,823 １　公共資産等整備国県補助金等 4,750,394

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,701,483 ２　公共資産等整備一般財源等 12,532,372

(4) 長期延滞債権 10,826

(5) 回収不能見込額 △ 181 ３　その他一般財源等 △ 723,129

投資等合計 1,752,792

４　資産評価差額 23,188

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 16,582,825

①財政調整基金 613,170

②減債基金 1,199,140

③歳計現金 292,479

現金預金計 2,104,789

(2) 未収金

①地方税 1,719

②その他 606

③回収不能見込額 0

未収金計 2,325

流動資産合計 2,107,114

資　　産　　合　　計 23,556,327 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,556,327

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 195,545 千円

②教育 1,590 千円

③福祉 486,077 千円

④環境衛生 0 千円

⑤産業振興 1,325,325 千円

⑥消防 0 千円

⑦総務 1,358,207 千円

計 3,366,744 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 358,165 千円

②地方債 389,498 千円

③一般財源等 2,619,081 千円

計 3,366,744 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 0 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 48,052 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち4,783,404千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　　　（貸借対照表に計上したものを含む）

負債計上 注記

（未払金計上） （契約債務）

（引当金計上） （偶発債務）

普通会計の将来負担額 7,981,633 千円

[内訳]　普通会計地方債残高 6,234,841 千円 6,234,841 千円

　　　　債務負担行為支出予定額 15,000 千円 15,000 千円 0 千円

　　　　公営事業地方債負担見込額 748,835 千円 748,835 千円

　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 300,799 千円 300,799 千円

　　　　退職手当負担見込額 682,158 千円 682,158 千円

　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 0 千円

　　　　連結実質赤字額 0 千円 0 千円

　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 0 千円

基金等将来負担軽減資産 9,254,966 千円

[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,585,389 千円

　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 886,173 千円

　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 4,783,404 千円

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 1,273,333 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は357,591千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は17,947,706千円です。

項　目

[ 内 訳 ]

金　額
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行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 643,964 17.6% 43,531 80,694 218,155 45,396 51,071 32 160,008 45,076 1

（２）退職手当引当金繰入等 △ 161,412 -4.4% 50,656 101,796 270,257 53,700 59,598 0 230,394 19,313 △ 947,126

１ （３）賞与引当金繰入額 39,517 1.1% 2,671 4,952 13,387 2,786 3,134 2 9,819 2,766 0

小　　計 522,069 14.3% 96,858 187,442 501,799 101,882 113,803 34 400,221 67,155 △ 947,125

（１）物件費 662,872 18.1% 15,883 154,736 208,091 36,167 128,506 1,575 113,660 4,254 0

（２）維持補修費 98,083 2.7% 93,802 1,000 0 108 1,979 0 1,194 0

（３）減価償却費 783,602 21.4% 247,821 160,096 50,965 17,831 233,722 134 73,033

小　　計 1,544,557 42.3% 357,506 315,832 259,056 54,106 364,207 1,709 187,887 4,254 0 0

（１）社会保障給付 82,788 2.3% 1,698 81,078 12

（２）補助金等 530,967 14.5% 963 11,116 26,772 108,944 149,657 111,600 121,846 69 0

３ （３）他会計等への支出額 605,511 16.6% 224,619 0 108,818 272,074 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

283,189 7.8% 0 0 170,709 0 112,480 0 0 0

小　　計 1,502,455 41.1% 225,582 12,814 387,377 381,030 262,137 111,600 121,846 69 0

（１）支払利息 83,974 2.3% 83,974

（２）回収不能見込計上額 362 0.0% 362

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 84,336 2.3% 0 0 0 0 0 0 0 0 83,974 362 0

3,653,417 679,946 516,088 1,148,232 537,018 740,147 113,343 709,954 71,478 83,974 362 △ 947,125

（　構　成　比　率　） 18.6% 14.1% 31.4% 14.7% 20.3% 3.1% 19.4% 2.0% 2.3% 0.0% -25.9%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 135,310 9,146 3,100 20,954 2,981 22,466 0 1,350 0 0 0 75,313

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 442,035 0 155 334,023 169 85,780 0 20,988 0 0 0 920

577,345 9,146 3,255 354,977 3,150 108,246 0 22,338 0 0 0 76,233

ｄ／ａ 15.80% 1.3% 0.6% 30.9% 0.6% 14.6% 0.0% 3.1% 0.0% 0.0% 0.0%

3,076,072 670,800 512,833 793,255 533,868 631,901 113,343 687,616 71,478 83,974 362 △ 947,125 △ 76,233（差引）純経常行政コスト　　ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ
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      純資産変動計算書
　　　　　自　平成２２年４月 １ 日

　　　　　至　平成２３年３月３１日

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 15,425,539 4,658,167 12,047,602 △ 1,303,418 23,188

純経常行政コスト △ 3,076,072 △ 3,076,072

一般財源

地方税 414,310 414,310

地方交付税 2,145,704 2,145,704

その他行政コスト充当財源 243,818 243,818

補助金等受入 1,404,319 314,869 1,089,450

臨時損益

災害復旧事業費 △ 4,239 △ 4,239

公共資産除売却損益 29,446 29,446

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

臨時損益01 0 0

臨時損益02 0 0

臨時損益03 0 0

臨時損益04 0 0

臨時損益05 0 0

臨時損益06 0 0

臨時損益07 0 0

臨時損益08 0 0

臨時損益09 0 0

臨時損益10 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 784,920 △ 784,920

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 70,595 △ 70,595

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 23,796 23,796 0

減価償却による財源増 △ 222,642 △ 560,960 783,602 0

地方債償還に伴う財源振替 214,011 △ 214,011

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0 0

期末純資産残高 16,582,825 4,750,394 12,532,372 △ 723,129 23,188
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（単位：千円）

人件費 773,096

物件費 662,872

社会保障給付 82,788

補助金等 530,967

支払利息 83,974

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 479,327

その他支出 102,322

支 出 合 計 2,715,346

地方税 414,020

地方交付税 2,145,704

国県補助金等 1,083,797

使用料・手数料 69,415

分担金・負担金・寄附金 344,850

諸収入 41,334

地方債発行額 285,288

基金取崩額 6,008

その他収入 178,617

収 入 合 計 4,569,033

経 常 的 収 支 額 1,853,687

公共資産整備支出 2,173,481

公共資産整備補助金等支出 283,189

他会計等への建設費充当財源繰出支出 23,910

支 出 合 計 2,480,580

国県補助金等 320,522

地方債発行額 1,231,512

基金取崩額 532

その他収入 112,442

収 入 合 計 1,665,008

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 815,572

投資及び出資金 0

貸付金 20,000

基金積立額 406,390

定額運用基金への繰出支出 54

他会計等への公債費充当財源繰出支出 102,273

地方債償還額 454,042

長期未払金支払支出 0

支 出 合 計 982,759

国県補助金等 0

貸付金回収額 20,000

基金取崩額 0

地方債発行額 0

公共資産等売却収入 29,446

その他収入 74,132

収 入 合 計 123,578

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 859,181

翌年度繰上充用金増減額 0

当年度歳計現金増減額 178,934

期首歳計現金残高 113,545

期末歳計現金残高 292,479

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は700,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 6,471,164 千円

　繰越金 △ 113,545 千円

　地方債発行額 △ 1,516,800 千円

　財政調整基金等取崩額 △ 0 千円

　支出総額 △ 6,178,685 千円

　地方債元利償還額 538,016 千円

　財政調整基金等積立額 358,400 千円

　　基礎的財政収支 △ 441,450 千円

※3 上記の他、0の受け入れに伴う歳計外現金の収入額0千円

  　　　（0の返還に伴う支出額0千円）があります。

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部
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